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目　　標 
 
２０００年度までに 
国内全工場でのISO１４００１の認証取得 
 
内部環境監査員養成 
 
環境パトロールの実施 
 
「環境配慮型製品」の開発の促進と　
製品アセスメントの実施 
 
２０００年度までに 
スチロール梱包材使用量を 
　３３％削減　（'９３年度比） 
 
梱包での木材使用量を 
　６５％削減　（'９３年度比） 
 
 
 
 
 
 
ＣＯ２排出原単位を１％改善（'９９年度比） 
 
 
 
 
２０１０年までに 
代替フロン類を廃止 
 
２０００年度までに 
工場廃棄物の廃棄処分量原単位を 
５０％削減　（'９４年度比） 
 
汚泥のセメント原料化や鋳物廃砂のア
スファルト合材化など、廃棄物の再資
源化 
 
２０００年度までに 
ホルムアルデヒド（有害大気汚染自主
管理物質）の排出量を５０%削減　 
（'９５年度比） 
 
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ
ンによる土壌、地下水汚染の浄化継続 
 
事務用品のグリーン購入を実施 
 
 
 
 
 
環境月間における 
　地域クリーン作戦の実施 
　環境セミナーの開催 

「環境
ヤマ
を参考
昨年
通りで
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　目
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国
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海
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実　　績 
 
工場系６サイト（本社・天竜・豊岡・掛川・磐田・
埼玉）の認証取得完了 
 
１２９名が資格取得（合計２２６名） 
 
工場系６サイトで環境パトロールを実施 
 
新規開発製品についてアセスメントを実施 
鉛フリーハンダの検討 
 
スチロールの使用量を 
　２３%削減　（'９３年度比） 
　使用量は５８１t　 
　　　　　　 
木材の使用量を 
　６８%削減　（'９３年度比） 
　使用量は８７７t　 
 
塩化ビニル製包装材の使用量を　 
　２４%削減　（'９９年度比）　 
　使用量は６.９t 
 
ＣＯ２排出原単位は 
　２６％の改善　（'９９年度比） 
　売上高原単位４.５ t-c/億円 
　排出量は１５,５０５t-c 
 
代替フロン類を８８％削減（'９５年比） 
　使用量は１.１ t 
 
廃棄処分量売上高原単位を５８%削減 
（'９４年度比） 
　廃棄処分量は２,３６９t　 
 
再資源化率　６９％ 
　再資源化量は５,９１０t 
 
 
ホルムアルデヒドの大気への排出量を 
５５%削減　（'９５年度比） 
　大気への排出量は０.１t　 
 
 
全汚染サイトの土壌浄化は完了 
地下水の浄化を継続中 
 
文具類でエコマーク製品の採用 
　再生紙の採用 
　古紙１００%のコピー紙採用 
　採用率９１％　 
大豆油インク印刷採用 
 
環境月間行事 
９００名が地域クリーン作戦に参加 
　ゴミの回収量６.４t 
３７０名が環境セミナーを聴講 

これからの取り組み 
 
２００２年度までに国内外の
関連会社（製造・リゾート）
の ISO１４００１認証取得 
 
 
 
 
環境適合設計の推進 
鉛フリーハンダの検討継続 
 
２００２年度までに 
発泡包装材の使用量を 
４７%削減（'９３年度比） 
 
木製包装材の使用量を 
８４%削減（'９３年度比） 
 
 
塩化ビニル製包装材の使
用量を６０%削減 
（'９９年度比） 
 
ＣＯ２排出原単位を１％改善 
（２０００年度比） 
 
 
 
２０１０年までに 
代替フロン類を廃止 
 
 
 
 
ゼロエミッションを検討中 
 
 
 
 
２００３年度までに 
ホルムアルデヒドの排出量
を６４%削減 
　（'９５年度比） 
 
地下水の浄化を継続 
 
 
２００１年度 
　グリーン調達基準提示 
２００２年度 
　グリーン調達の実施 
 

２０００年度の活動実績 環境
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●本報告書の開示対象期間は２０００年度（２０００年４月１日～２００１年３月３１日）で当社が日本における楽器、オーディオ・情報通信機器、電子機器を中心とする事業活動について記述しています。 

項　　目 
 
 
 

環境マネジメント 
システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製品開発 
（製品・包装材） 

 
 
 
 
 
 
 
 

地球温暖化防止 
 
 
 

オゾン層保護 
 
 
 
 

 
廃棄物

 
 
 
 
 
 
 
 

化学物質
 

 
 
 
 
 
 

グリーン購入 

 
 
 
 

教育・啓発 
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「環境会計への取り組みについて」 
ヤマハは環境省の「環境会計システム導入のためのガイドライン」
を参考に、環境コストの集計と効果の算出を'９９年度に初めて取り組み、
昨年度の環境報告書で公表しました。今年度の集計の概要は以下の
通りです。 
・ 合理化や老朽化等との複合的な目的をもつものに対しては、環境
　目的部分だけを分離して集計しました。 
・ 当期の環境設備投資は２億５,４００万円(+３６%： '９９年度比)でした。
　これはヤマハの総設備投資の４.８%に相当します。主な内訳は排
　水処理場の新設や空調の効率化のための設備改善等です。 

 
・ 減価償却費は含んでいません。 
・ 環境マネジメントシステムや環境関連設備の運転・保全、廃棄物の
　適正処理、環境保全に関する研究開発、事業所の緑化等の費用は
　合計１７億５,０００万円（－８.４%： '９９年度比)でした。 
・ 効果については定量的に把握できる範囲のもののみを対象にしま
　した。主な内容として、'９９年度と比べ省エネルギーの推進等によ
　り二酸化炭素排出量を６,７９４t-c削減しました。また、用水の使用量
　を３１万ｍ３削減しました。経済効果は約３億８,４００万円でした。 

 

 

 

ヤマハ 

 

 

 
 

国内 

関連会社 

 

 

 

海外 

関連会社 

 

「２０００年３月までにヤマハ国内全工場でISO１４００１認証取得」
を目標に活動を進めた結果、全工場で認証取得を完了でき
ました。      
グループ会社については、「２００３年３月までに国内外の関
連会社（製造・リゾート）でＩＳＯ１４００１認証取得」を目標に、
環境マネジメントシステムを構築中です。      
      
２０００年度はヤマハ全工場で新たに１２９名の内部環境監査
員を養成し、合計２２６名となりました。      
また、内部環境監査員の相互乗り入れによる環境パトロー
ルを実施しました。     

取得年月 
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環境マネジメントシステム 

ISO１４００１認証取得状況 

■ISO１４００１への取り組み 

■環境会計 
環境保全コスト（集計対象：ヤマハ本社及び国内生産工場） 

内
　
訳 

 

事業エリア内コスト 

　　公害防止コスト 

　　地球環境保全コスト 

　　資源循環コスト 

上下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

環境損傷コスト 

 

 

大気,水質,土壌汚染の防止など 

温暖化防止,オゾン層保護など 

廃棄物の処理/再資源化,節水など 

製品リサイクル,物流の改善など 

環境教育,環境マネジメントシステムなど 

環境調和型製品,仕様開発など 

緑化,情報開示など 

地下水の浄化など 

合　　　　　計 

　　　設備投資 

総投資額 

環境投資額 

（総投資額比） 

 

５,３００ 

２５４ 

(４.８%) 

 

  投資額*１       

２２２ 

１３９ 

５３ 

３０ 

５ 

２ 

１４ 

１１ 

０ 

２５４ 

費用*２       

８９９ 

４３１ 

５６ 

４１２ 

７１ 

４１７ 

１９５ 

１５５ 

１３ 

１,７５０ 

 

環境保全効果 

二酸化炭素排出量 

用水使用量 

有害化学物質排出量*３ 

廃棄物廃棄処分量 

物流包装材使用量 

コピー用紙使用量 

省エネルギーによる節約 

節水による節約 

廃棄物処分費用節約*４ 

物流包装材節約 

コピー用紙節約 

３９２ 

２７ 

－５１ 

１０ 

６ 

３８４ 

１９９９年度 

２２,２６９ 

１８３ 

１４２ 

２,３３８ 

１４,６７５ 

３,４９６ 

２０００年度 

１５,５０５ 

１５２ 

１４５ 

２,３６９ 

１４,５０４ 

２,６７６ 

削減量 

６,７９４ 

３１ 

－３ 

－３１ 

１７１ 

８２０ 

単位 

ｔ-c 

万ｍ３ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

万枚 

 

内　　容 

 
内　　容 

 

合　　計 

金　　額 

環境保全効果 経済効果 

 

掛川工場 

磐田工場 

埼玉工場 

豊岡工場 

本社地区 

天竜工場 

ヤマハ鹿児島セミコンダクタ 

ヤマハメタニクス 

ヤマハミュージッククラフト 

ディーエス 

ヤマハ・エレクトロニクス・マニュファクチュアリン グ・マレーシア(マレーシア） 

高雄ヤマハ（台湾） 

天津ヤマハ（中国） 

ヤマハ・ミュージック・マニュファクチュアリング（アメリカ） 

ヤマハ・ミュージカル・プロダクツ・インドネシア（インドネシア） 

ヤマハ・エレクトロニック・アルザス（フランス） 

分　　類 内　　容 

*１　投資額とは、環境保全を目的とした設備投資額です。目的が複合的なものについては環境分のみを分離して集計しています。 
*２　費用とは、環境保全活動に費やされた人件費及び経費です。人件費は各部門の管理者が環境保全活動の業務時間を推計し共通の単価を乗じて算出しました。 
　　経費については、設備投資と同様、目的が複合的なものについては環境分のみを分離して集計しています。 
*３　有害化学物質とは、PRTR法対象物質のうちヤマハが使用している化学物質(２９種)を指します。 
*４　廃棄物処分費用には、処分委託費用のほかリサイクル委託や社内中間処理分を含みます。 

す。 

（百万円） 

（百万円） 

（百万円） 

金　　額 

 

工　　場 
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製品開発  

■製品における環境配慮  
ヤマハは、楽器、オーディオ機器・情報通信機器、電子機器、自動車部

品など多様な製品を開発しており、各々の分野の特性を考慮した製

品アセスメントを行っています。このうちオーディオ機器およびPC

周辺機器の環境負荷低減への取り組みを紹介します。 

■鉛
ヤマ

して

の製
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５ 

１０ 
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２０ 

２５ 
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２ 
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２０ 

３０ 

４０ 

５０ 
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１.０ 

２.０ 
 

３.０ 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 

３０ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

１９９８ １９９９ ２０００ ２００１ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ 

１９９４ １９９５ １９９７ ２０００ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ 

１９９４ １９９５ １９９７ ２０００ 

１９９９ ２０００ ２００１ 

（w） （kg） 

（kg） 

（ネジ本数） 

（w） 

動作電力 

待機時消費電力 

CD-R/RWドライブ主要モデルの消費電力の推移 CD-R/RWドライブ主要モデルの  
本体重量の推移 

PA/パワーアンプ主要モデルの  
本体重量の推移 

CD-R/RWドライブ主要モデルの分解性の推移 
 

ホームシアターシステム（シネマステーション）     
主要モデル待機時消費電力推移      

（％） 

PA/パワーアンプ主要モデルのエネルギー消費効率の推移  
 

モデル 
AV-S７０ 

モデル 
VS-１０ 

モデル 
AV-S７７ 

省エネルギーへの取り組み 

リサイクル性向上の取り組み 

省資源への取り組み 

■包
２０００

産な

新た

%削減

木製包

きまし

欧州

作業

までに

また

段階

＊EPS

１

１

２

２

JIS規格に基づき、最大出力の１/８のときの 
消費電力と出力電力から算出しています 
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びPC

■鉛フリー化への取り組み  
ヤマハでは関連会社も含めた実装技術向上委員会の最優先課題と

して、鉛を低減する取り組みを進めています。２００１年度中には一部

の製品での鉛フリー化を目指しています。 

 

'９４ 
 

'９６ 
 
 

'９８ ２０００ '０２ '９３ 
 

'９５ 
 
 

'９７ '９９ '０１ 

'９４ 
 

'９６ 
 
 

'９８ ２０００ ２０００ ２００２ ２００１ '０２ '９３ 
 

'９５ 
 
 

'９７ '９９ １９９９ '０１ 

発泡包装材使用量・削減率 

木製包装材使用量・削減率 塩化ビニル製包装材使用量・削減率 

■包装材の削減 
２０００年度の包装材削減活動は、発泡スチロール包装材(EPS＊)は増

産などにより、３３%削減目標に対し２３%の削減に留まりました。 

新たにEPP＊を加え、発泡包装材削減活動として２００２年度までに４７

%削減の目標（'９３年度比）を定めました。 

木製包装材は、削減目標６５%に対し６８%と計画を上回った削減がで

きました。 

欧州や米国における木製包装材規制の動き、木製包装材特有の防虫

作業に使われるオゾン層破壊物質の使用削減にも考慮し、２００２年度

までに８４%削減の目標（'９３年度比）を定めました。 

また、塩化ビニル製包装材は６０%削減の目標（'９９年度比）を定め、

段階的に削減を図ります。 

＊EPS:発泡ポリスチレン　EPP:発泡ポリプロピレン 
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使用量 
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２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
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工場廃棄物の削減と再資源化 
２０００年度の工場廃棄物は廃棄処分量売上高原単位での削減目標５０

％に対し５８％削減（’９４年度比）となり、計画を上回る事ができました。

廃棄物量は'９９年度に比べ８４４t増加しましたが、再資源化量は５,９１０t、

再資源化率は６９％（＋７％）と進み、廃棄処分量は'９９年度並の２,３６９t

となりました。 

 

■ホ
有害

着工

出量

用な

度ま

 紙の
２０００

ントシ

電子通

の削

また

えま

 

'９４ 
 

'９６ 
 
 

'９８ ２０００ '９０ 
 

９.３ 
 

８.３ 
８.０ ８.１ 

７.２ 
６.７ 

６.５ 
６.７ 

７.６ 

４.５ 

６.０ 

'９１ 
 

'９２ 
 

'９３ 
 

'９５ 
 
 

'９７ '９９ 

水の使用量 

廃棄物量・削減率 

代替フロン類使用量・削減実績 

CO２排出 

地球温暖化防止  
２０００年度は省エネルギー活動と高エネルギー消費部門の売却により、ＣＯ２売上高原単位で２６％改善（'９９年度比）、ＣＯ２排出量は１５，５０５t-cとなりました。 
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■ホルムアルデヒド等の排出削減 
有害大気汚染自主管理物質のホルムアルデヒドにつきましては、接

着工程における使用方法の改善などにより２０００年度は、大気への排

出量を５５％削減（'９５年度比）できました。引き続き、低濃度材料採

用など、削減に向けた取り組みを進め、ホルムアルデヒドを２００３年

度までに６４％削減の目標（'９５年度比）を定めています。 

 紙の削減と再生紙の使用 
２０００年度におけるコピー紙の使用状況は、ISO１４００１環境マネジメ

ントシステムの取り組みに合わせ、大きく改善が進みました。 

電子通達の配信や裏紙の再使用などにより８２０万枚（–２３％：'９９年度比）

の削減となりました。 

また、資源保護の観点から、古紙率７０％から１００％の再生紙に切替

えました。 

６ 

有害大気汚染自主管理物質排出量削減実績 

コピー紙使用量 

した。 

化学物質 

２０００年度はヤマハ国内生産事業場で、PRTR法対象物質のうち２９種類を使用し、全取扱量は５０６ｔ、そのうち環境への排出が２９%、廃棄物等の移

動が１％、消費・製品等が７０％となっています。 

■ＰＲＴＲ法（化学物質管理促進法）への対応 （集計対象：ヤマハ国内生産事業場） 
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ニッケル化合物 

ジクロロペンタフルオロプロパン（HCFC-２２５） 
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■土壌、地下水の浄化    
有機塩素系溶剤による土壌、地下水汚染が判明した３工場については、

１９９８年１１月の行政への報告及び自主的な公表の後、土壌、地下水

の浄化を継続して実施しました。その結果、土壌については全ての

工場で浄化を完了しました。地下水についても順調に浄化が進んで

おり、更に継続して浄化を進めていきます。 
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（t/年） 
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